
 

 

 

 

 

平成29年12月26日 

 

U行政評価局調査の実施 
 

総務省行政評価局では、「平成29年度行政評価等プログラム」に基づき、平成30年1月から下記の

テーマについて行政評価局調査を実施することとしましたので、公表します。 

 

 

  ○ 農業労働力の確保に関する行政評価・監視－新規就農の促進対策を中心として－ 

    青年層の新規就農の促進や定着を図る観点から、就農希望者や新規就農者に対する支援の実施状

況等を調査し、関係行政の改善に資するために実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ インターネットでのお問合せについては、以下の総務省ＨＰで受け付けております。 

4TUhttps://www.soumu.go.jp/hyouka/i-hyouka-form.htmlU4T 

（連絡先） 

 

＜農業労働力の確保に関する行政評価・監視－新規就農の促進対策を中心として－＞ 

総務省行政評価局評価監視官（農林水産、防衛担当） 

  担当：菊地 

電話：03-5253-5439（直通）、ＦＡＸ：03-5253-5443 
 

＜行政評価局調査全般について＞ 

総務省行政評価局総務課 

  担当：長澤 

電話：03-5253-5407（直通）、ＦＡＸ：03-5253-5412 

 

https://www.soumu.go.jp/hyouka/i-hyouka-form.html


調査の背景

主要調査項目と調査の視点

農業労働力の確保に関する行政評価・監視
ー新規就農の促進対策を中心としてー

○ 新規就農者の参入状況、新規就農者の定着状況等

○ 就農希望者への情報提供、必要な技術等の習得に向けた支援、地方公共団体における独自の取組

3 新規就農者に対する支援の実施状況

○ 新規参入者に対する支援、新規雇用就農者に対する支援、地方公共団体における独自の取組

○ 農林水産省は、当該目標の達成に
向けて、農業人材力強化総合支援
事業等の各種支援策を実施。また、
都道府県等が指導・助言を行う仕組
みなどを整備

○ しかし、目標として掲げられた40代
以下の農業従事者数は微増にとど
まる状況

(平成25年 31万1,000人→28年 31万8,000人)

○ 農業就業者の高齢化が進む中、今後、
高齢者のリタイアによる農業就業者の著
しい減少が見込まれる

（基幹的農業従事者数※は平成7年から27年にかけ

て81万人減少し、平均年齢は7.4歳上昇）

○ 「農林水産業・地域の活力創造プラン」
(平成25年12月農林水産業・地域の活力創造本部

決定)において、2023年に40代以下の農業
従事者を40万人に拡大することを目標に
設定

○ 青年層の新規就農の促
進や定着を図る観点から、
就農希望者や新規就農
者に対する支援の実施
状況等を調査し、関係行
政の改善に資するために
実施

主要調査対象

農林水産省、文部科学省、厚生労働省

調査対象機関

関連調査等対象機関

都道府県、市町村、関係団体等

調査実施期間

平成30年1月～11月（予定）

2 新規就農を希望する者に対する支援の実施状況

1 農業労働力の現状

※ 「基幹的農業従事者」とは、農業就業人口（自営農業に主として従事した世帯員）のうち、ふだん仕事として主に自営農業に従事した者をいう。



参考資料 

○ 年齢別基幹的農業従事者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注）農林水産省が実施している「農林業センサス」の結果に基づき、当省が作成した。 
 

 
○ 40代以下の農業従事者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
（注）平成 29年度行政改革推進会議秋の年次公開検証（徳島レビュー）の資料から抜粋した。 

 
○ 新規就農者数の推移 
 

 

 

 

 

 
（注 1）農林水産省が実施している「平成 28年新規就農者調査」から抜粋した。 
（注 2）「新規自営農業就農者」とは、家族経営体の世帯員で、調査期日前 1年間の生活の主な状態が、「学生」から「自営農業への従事 

が主」になった者及び「他に雇われて勤務が主」から「自営農業への従事が主」になった者をいう。 
（注 3）「新規雇用就農者」とは、調査期日前 1年間に新たに法人等に常雇い（年間 7か月以上）として雇用されることにより、農業に従 

事することとなった者（外国人研修生及び外国人技能実習生並びに雇用される直前の就業状態が農業従事者であった場合を除く。） 
をいう。 

（注 4）「新規参入者」とは、調査期日前 1年間に土地や資金を独自に調達（相続・贈与等により親の農地を譲り受けた場合を除く。）し、 
新たに農業経営を開始した経営の責任者及び共同経営者をいう。なお、共同経営者とは、夫婦がそろって就農、あるいは複数の新 
規就農者が法人を新設して共同経営を行っている場合における、経営の責任者の配偶者又はその他の共同経営者をいう。 

81万人減少 


	01 報道資料（表紙） 
	02-1　報道資料
	スライド番号 1

	02-2　参考資料

